
招集期日 　　　　　　 平成　30　年　8　月　2　日　　（　木　）

場　　所 　　　　　　　市　役　所　　　５階　大会議室Ｃ

開　　会 　　8月2日　　午後 ２ 時００分 副 会 長
(会長代行者)

閉　　会 　　8月2日　　午後 ３ 時００分 副 会 長
(会長代行者)
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佐藤　寿宏 出　　欠 福田　恵理子 出　　欠 染川　智行 出　　欠

青木　浩二 出　　欠 齊藤　恭平 出　　欠 榎本　潤一 出　　欠

加藤　史康 出　　欠 原島　晴雄 出　　欠 小林　裕一 出　　欠

説明員

書　　記 　藤原保険年金課主任　　石井保険年金課主任

　尾里保険年金課主幹   小島保険年金課副主幹

委
 
員
 
出
 
席
 
状
 
況

戸 田 市 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 議 事 録

榎本　潤一

　田村保険年金課長　　中安収納推進課長　　　関収納推進課主幹

齊藤　恭平

　吉野福祉部長　　久川福祉部次長　

榎本　潤一

榎本　潤一
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議  事  件  名  会  議  の  経  過  及  び  結  果 

 

審議案件 

（１）戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 

（２）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 

（３）平成３０年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第 1号)（案）について 

（４）平成２９年度戸田市国民健康保険特別会計決算について 

   （５）その他（赤字削減・解消計画）について 
 

 

事 務 局 

 

 

 

 

会 長 代 理 

 

司   会 

 

 

 

 

会 長 代 理 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

会 長 代 理 

 

 

 

 

 

 

 

委   員 

 

会 長 代 理 

 

 

 

事 務 局 

 

 

〇司会及び開会のあいさつ、資料確認 

 

〇会長が欠席のため、戸田市国民健康保険に関する規則第５条第２項の規

定に基づき会長の職務代行者として榎本委員が議長となる旨報告 

     

  あいさつ 

 

  出欠状況報告（１５名中９名出席） 

 

○戸田市国民健康保険に関する規則第４条第４項の規定に基づき会議に必

要な定足数に足りているため会議が有効である旨を報告 

 

それでは、次第に基づきまして、進行いたします。 

 

○議事録署名人の指名（熊木 委員、佐藤 委員） 

   

案件（１）戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 

 

事務局から説明をお願いします。 

 

【案件（１）資料に基づき説明を行う。】 

 

  ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

  

ございますか。 

 

  特にご意見等なければ原案のとおり承認いただくことにご異議ございませ 

 

んか。 

 

  （異議なし） 

 

  続いて、（２）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）につ 

 

いて、事務局より説明をお願いします。 

 

【案件（２）資料に基づき説明を行う。】 
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会 長 代 理 

 

 

 

委   員 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

委   員 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 代 理 

 

 

 

 

 

委   員 

 

会 長 代 理 

ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

 

ございますか。 

 

資料２ページの中で、低所得者軽減の引き上げは既に平成３０年３月末で 

  

改正になっており、賦課限度額の引き上げは来年４月から改正になるという 

 

のは何か理由があるのでしょうか。 

 

国は賦課限度額の引き上げと低所得者軽減の引き上げはセットで改正する 

 

ものと制度設計しておりますが、低所得者軽減については、低所得者の方々 

 

に直接有利に働くものであり、法令の施行日に実施すべきものであること、 

 

また、法令の改正が３月末であり、議会で審議していただくことが困難なこ 

 

とから市長の専決処分により決定し、平成３０年４月から施行しました。 

 

限度額の引き上げについては、中低所得層への配慮ということもあります 

 

が、高所得者の方々に応分の負担を求めるということで負担増の面もあるこ 

 

とから、議会で審議していただく必要があると判断したため、平成３１年４ 

 

月からの施行で考えています。 

 

ただ、同時に改正している市町村もありますので、市町村の判断による部 

 

分が大きいと思います。 

 

理由はよく分かりました。しかし、トータルでの適正な財政運営を考える 

 

と、本当はセットで議論を行われた上で、実施したほうが良いのではないか 

 

と思いますので、今後、改正等する場合は、一番いい方法を検討していただ 

 

ければと思います。 

 

ありがとうございました。他にご意見はございませんか。 

 

特にご意見等なければ原案のとおり承認いただくことにご異議ございませ 

 

んか。 

 

（異議なし） 

 

続いて、（３）平成３０年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第 1号) 
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事 務 局 

 

会 長 代 理 

 

 

 

 

 

 

 

委   員 

 

会 長 代 理 

 

 

 

事 務 局 

 

会 長 代 理 

 

 

 

委   員 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 代 理 

 

 

 

 

 

 

 

委   員 

 

会 長 代 理 

（案）について、事務局より説明をお願いします。 

 

【案件（３）資料に基づき説明を行う。】 

 

ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

 

ございますか。 

 

特にご意見等なければ原案のとおり承認いただくことにご異議ございませ 

 

んか。 

 

（異議なし） 

 

続いて、（４）平成２９年度戸田市国民健康保険特別会計決算について、 

 

事務局より説明をお願いします。 

 

【案件（４）資料に基づき説明を行う。】 

 

ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

 

ございますか。 

 

  団塊の世代が全て７５歳以上になる時は、後期高齢者に対する支出が増え 

 

ると思われるが、どうでしょうか。 

 

  後期高齢者支援金等ということで、保険者毎に算定されている負担金を納 

 

めるという形で後期高齢の制度を支援していく形になるので、後期高齢者の 

 

方々が増えていくということは、その負担金も増えていくことになると思い 

 

ます。現在、年間８００人もの単位で国保から後期高齢に移っています。戸 

 

田市でも後期高齢者に該当される方が増えている状況です。 

 

ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

 

ございますか。 

 

特にご意見等なければ原案のとおり承認いただくことにご異議ございませ 

 

んか。 

 

（異議なし） 

 

続いて、（５）その他（赤字削減・解消計画）について、事務局より説明を 
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事 務 局 

 

会 長 代 理 

 

 

 

委   員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 代 理 

 

委   員 

 

 

 

 

 

事 務 局 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 代 理 

お願いします。 

 

【案件（５）資料に基づき説明を行う。】 

 

ありがとうございました。事務局からの説明内容につきまして、ご意見等 

 

ございますか。 

 

一般会計からの繰入をしているというのは、正常な状態ではないと思いま 

 

す。前にもお話しましたが、被用者保険のほうでは、自分たちが払っている 

 

保険料の中から、自分達の医療費だけではなく、前期高齢者納付金として、 

 

国民健康保険の支援に回っていく分があり、併せて住民であれば住民税が引 

 

かれるといった中から、自分達の医療費ではない国民健康保険の加入者の支 

 

援に回っていくというのは、二重で支援をしているという状況になっており、 

 

おかしい状況だと思いますので、その赤字については、０円にすることを目 

 

標に計画を立てるべきではないかと思います。ただ、先ほどもありましたと 

 

おり、平成３５年で完全に赤字０円にするというのは、現実的に難しい状況 

 

だとは感じておりますので、そこで０円にするということではなくていいと 

 

は思いますが、例えば１０年先、２０年先ではなくて、明確に何年後に赤字 

 

を解消するような形で計画を立てるべきだと思っています。 

 

ありがとうございました。他にご意見はございませんか。 

 

案件（２）の課税限度額を５４万から５８万に引き上げると、２，４００ 

 

万以上の税収が増えるのであれば、高所得者が住みやすい街に戸田市を変え 

 

ていったら、財政的には楽になるのではないか。 

 

確かに高所得者の方が多い自治体は税収も良いかもしれませんが、なかな 

 

か、特定の住民だけを見て決めるのは難しいと思います。 

 

限度額引き上げで税収が２，４００万円位増えるということは、赤字解消 

 

計画にも反映できるかと考えております。 

 

よろしいでしょうか。他にご意見はございませんか。 
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委   員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会 長 代 理 

 

 

 

 

 

事 務 局 

資料にも書いてある対応策について、医療費抑制のための保健事業、保険 

 

税率の改正、収納率の向上とあります。保険税率を上げていくというのは、 

 

一番簡単な方法だと思いますが、税率を上げるだけではなくて、どうやって 

 

抑えていくかというところをしっかりやっていかないと、税率を上げたとし 

 

ても、納める額が増えた人が納得できないと思います。なので、そこは保健 

 

事業でどうやって医療費を抑えていくかというところを考えていただきたい 

 

と思います。それは、被用者保険でも同じようなことがあり、加入者の平均 

 

年齢が上がっていて医療費が増えている状況で、私達ができることを色々考 

 

えながらやっているのですが、是非、国民健康保険の方々とも一緒に協力し 

 

てやっていきたいと思っておりますので、何かありましたら協会健保のほう 

 

にもお声掛けしていただきたいと思います。 

 

併せて、収納率の向上ですが、滞納者が多いと払っている人は納得いきま 

 

 せんので、そこの対策もしっかりやっていただきたいと思っております。 

  

ありがとうございました。他にご意見はございませんか。 

 

特にご意見等なければ以上をもちまして本日の審議案件は全て終了となり 

 

 ます。議事進行の方を事務局にお返しします。 

 

  会長代理、議事進行どうもありがとうございました。 

 

  閉会のあいさつ 
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議事録署名人   

    

 平成  年  月  日  ㊞ 

    

議事録署名人   

    

 平成  年  月  日  ㊞ 

    





 
平成３０年度 第２回 


戸田市国民健康保険運営協議会 


会 議 次 第 
 


 


日 時 平成３０年８月２日（木）午後２時～ 


場 所 市役所５階 大会議室 C 


 
 


１．開 会 


 


 


２．会長あいさつ 


 


 


３．審議案件 


（１）戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案）について 


（２）戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案）について 


（３）平成３０年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第1号)（案）について 


（４）平成２９年度戸田市国民健康保険特別会計決算について 


（５）その他 


   


 


４．閉 会  








案件（１） 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


戸田市国民健康保険条例の一部を改正する 


条例（案）について 


 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


平成３０年８月２日 







 
平成３０年９月議会提出案件の概要書 


 


                                        所属名  保険年金課          


 


案件名 戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 


①提案理由 


（過去の経緯、関係者等と


の調整結果等を含む。） 


平成３０年度より国民健康保険は広域化（都道府県化）しており、埼玉県にお


いても、「国民健康保険法第１１条第１項に規定する都道府県の国民健康保険


事業の運営に関する協議会」として「埼玉県国民健康保険運営協議会」を設定


している。（規定条例：埼玉県執行機関の附属機関に関する条例） 


 


従来、国民健康保険運営協議会については市町村のみに存在するものであった


が、このように都道府県にも設置され、かつ、国民健康保険法第１１条に規定


のあった「国民健康保険運営協議会」という名称が法令上から消除となった（現


行条文では「国民健康保険事業の運営に関する協議会」との表記）。 


 


そのため、市町村における国民健康保険運営協議会について、都道府県に設置


される協議会とは別組織であることが明示された形で、市町村条例において協


議会の設置根拠規定を設ける必要が生じたもの。 


②パブコメ等※の状況 


（実施した場合のみ記載） 
 


※市民向けの説明会等を


含む。 


未実施 


③内容 


（主要な条項については、


内容の説明をすること。） 


戸田市国民健康保険条例の第２章の章名について、 


従前の「国民健康保険運営協議会」を改め、 


新たに「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会」とする。 


 


あわせて、同条例第２条において、都道府県における協議会と区別するため、新


たに以下の条文を第１項に追加し、従来の第２条は第２条の２とする。 


 


（市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称） 


第２条 国民健康保険法（昭和 33年法律第 192号。以下「法」という。）第１１ 


条第２項に規定する市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称


は、戸田市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）とする。 


（協議会の委員の定数） 


第２条の２ 協議会の委員の定数は、次の各号に定めるところによる。 


 


そのほか、国が示す条例例に基づき、所要の文言整備を行う。 


 


あわせて、過去に削除等となり、現状において不要となっている条文等について、


条ずれが生じない範囲で、文言整備や削除を行う。 


1







④近隣市の状況 


蕨市（平成３０年４月１日改正） 


ふじみ野市（平成３０年４月１日改正） 


大田原市（平成３０年４月１日改正） 


かすみがうら市（平成３０年４月１日改正） 


 


※多くの自治体において平成３０年度中の改正が見込まれます 


・朝霞市 


・和光市 


⑤施行期日等 


公布の日から施行 


 


なお、県経由での国からの通知については、平成２９年１２月２５日付けでされ


ているが、次のとおり法令にみなす規定があり、既存条例のままでも問題はない


が、次回の運営協議会委員の改選の際には間に合わせることとして、平成３０年


９月議会上程とした。（１２月に委員の公募を行う予定のため） 


 


※持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正す


る法律（平成２７年法律第３１号）における、「施行期日」の第５条において、


平成３０年４月１日以降も、従来の「国民健康保険運営協議会」は、新たに定義


する「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会」とみなすと規定がある


ため。 


⑥条例の制定改廃に


伴う影響、効果等 


特になし 


⑦参考資料 


（ある場合のみ記載・添付） 


 


・準則（平成２９年１２月２５日、厚生労働省から埼玉県経由で通知） 


・条例例（平成２９年１２月２５日、厚生労働省から埼玉県経由で通知）） 


⑧関連例規の改正 


（ある場合のみ記載） 


国民健康保険に関する規則 


 ・第２条中「国民健康保険運営協議会」を「協議会」に改める 


 ・第４条第４項中「条例第２条」を「条例第２条の２」に改める 


 


※規則改正の詳細については、調整中につき現時点での案を添付 
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戸田市国民健康保険条例の一部を改正する条例（案） 


戸田市国民健康保険税条例（昭和３９年条例第２７号）の一部を次のように


改正する。 


目次中「行う国民健康保険」の次に「の事務」を加え、「国民健康保険運営


協議会」を「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会」に、「第７章 


雑則（第１１条・第１２条）」を「第７章 削除」に改める。 


第１章の章名を次のように改める。 


  第１章 戸田市が行う国民健康保険の事務 


第１条（見出しを含む。）中「国民健康保険」の次に「の事務」を加える。 


第２章の章名を次のように改める。 


  第２章 市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会 


第２条の見出し中「国民健康保険運営協議会」を「協議会」に改め、同条中


「国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）」を「協議会」に改め、


同条を第２条の２とし、第２章中同条の前に次の１条を加える。 


（市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称） 


第２条 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」という。）


第１１条第２項に規定する市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会


の名称は、戸田市国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）とす


る。 


第５条第４号中「国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」


という。）」を「法」に改める。 


第５条の２及び第５条の３を削る。 


第７章の章名を次のように改める。 


   第７章 削除 


  附 則 


 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第  号参考資料 


戸田市国民健康保険条例新旧対照表 


平成３０年８月２７日 


福祉部保険年金課  


改正前 改正後(案） 


目次 目次 


第１章 戸田市が行う国民健康保険（第１条） 第１章 戸田市が行う国民健康保険の事務（第１条） 


第２章 国民健康保険運営協議会（第２条・第３条） 第２章 市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会（第


２条・第３条） 


第３章～第６章 （略） 


第７章 雑則（第１１条・第１２条） 


第８章 （略） 


附則  


第３章～第６章 （略） 


第７章 削除 


第８章 （略） 


附則  


第１章 戸田市が行う国民健康保険 第１章 戸田市が行う国民健康保険の事務 


（戸田市が行う国民健康保険） （戸田市が行う国民健康保険の事務） 


第１条 戸田市が行う国民健康保険については、法令に定めがあ


るもののほか、この条例の定めるところによる。 


第１条 戸田市が行う国民健康保険の事務については、法令に定


めがあるもののほか、この条例の定めるところによる。 


第２章 国民健康保険運営協議会 第２章 市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会 


 


 


（市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称） 


第２条 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号。以下「法」


という。）第１１条第２項に規定する市町村の国民健康保険事


業の運営に関する協議会の名称は、戸田市国民健康保険運営協
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改正前 改正後(案） 


議会（以下「協議会」という。）とする。 


 （国民健康保険運営協議会の委員の定数） 


第２条 国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)の委


員の定数は、次の各号に定めるところによる。 


(1)～(4) （略） 


（協議会の委員の定数） 


第２条の２ 協議会の委員の定数は、次の各号に定めるところに


よる。 


 (1)～(4) （略） 


第３条・第４条 （略） 第３条・第４条 （略） 


 （一部負担金） 


第５条 保険医療機関又は保険薬局について療養の給付を受ける


被保険者は、その給付を受ける際、次の各号の区分に従い、当


該給付に要する費用の額に当該各号に掲げる割合を乗じて得た


額を、一部負担金として、当該保険医療機関又は保険薬局に支


払わなければならない。 


 (1)～(3) （略） 


(4) 国民健康保険法(昭和３３年法律第１９２号。以下「法」


という。)第４２条第１項第４号の規定が適用される者である


場合 １０分の３ 


 （一部負担金） 


第５条 保険医療機関又は保険薬局について療養の給付を受ける


被保険者は、その給付を受ける際、次の各号の区分に従い、当


該給付に要する費用の額に当該各号に掲げる割合を乗じて得た


額を、一部負担金として、当該保険医療機関又は保険薬局に支


払わなければならない。 


 (1)～(3) （略） 


(4) 法第４２条第１項第４号の規定が適用される者である場


合 １０分の３ 


 


第５条の２ 削除  


第５条の３ 削除  


第６条～第１０条 （略） 第６条～第１０条 （略） 


第７章 雑則    第７章 削除 


第１１条～第１６条 （略） 第１１条～第１６条 （略） 
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改正前 改正後(案） 


   附 則 （略）    附 則 （略） 


    附 則 


この条例は、公布の日から施行する。 
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		01①提出案件概要書書式（条例案件用）

		02【庶務課修正案】国保条例_②改正文

		03【庶務課修正案②】国保条例_③新旧対照表戸田市国民健康保険条例(昭和39年12月28日条例第27号)_20180618153238～










案件（２） 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する


条例（案）について 


 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


平成３０年８月２日 







現行（平成30年4月1日から） 改正後


 医療分 ５４万円
 後期高齢者支援金等分


１９万円
 介護分 １６万円
賦課限度額合計８９万円


 医療分 ５８万円
 後期高齢者支援金等分


１９万円（改正無し）
 介護分 １６万円（改正無し）
賦課限度額合計９３万円
（平成３０年度法改正に対応）


・施行日：平成３１年４月１日（戸田市国民健康保険税条例第２条第２項ただし書き及び第21条）


･目的：適正かつ安定的・効率的な国民健康保険制度を構築。
被保険者間の保険税負担の公平性の確保。
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平成３０年３月末に改正済み


平成３０年３月末に改正済み


今回改正予定箇所
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戸田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（案） 


戸田市国民健康保険税条例（昭和３８年条例第３８号）の一部を次のように


改正する。 


第２条第２項ただし書及び第２１条中「５４万円」を「５８万円」に改める。 


   附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 


（適用区分） 


２ 改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、平成３１年度以後の年度分


の国民健康保険税について適用し、平成３０年度分までの国民健康保険税に


ついては、なお従前の例による。 
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1 


議案第 号参考資料 


戸田市国民健康保険税条例新旧対照表 


平成３０年８月２７日 


福 祉 部 保 険 年 金 課 


改正前 改正後(案） 


第１条 （略） 第１条 （略） 


（課税額） （課税額） 


第２条 （略） 第２条 （略） 


２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を


除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき


算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ


し、当該合算額が５４万円を超える場合においては、基礎課税


額は、５４万円とする。 


２ 前項第１号の基礎課税額は、世帯主（前条第２項の世帯主を


除く。）及びその世帯に属する国民健康保険の被保険者につき


算定した所得割額及び被保険者均等割額の合算額とする。ただ


し、当該合算額が５８万円を超える場合においては、基礎課税


額は、５８万円とする。 


３・４ （略） ３・４ （略） 


第３条～第２０条 （略） 第３条～第２０条 （略） 


（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が５４万円を超える場合には、５４万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


第２１条 次の各号のいずれかに掲げる国民健康保険税の納税義


務者に対して課する国民健康保険税の額は、第２条第２項本文


の基礎課税額からアに掲げる額を減額して得た額（当該減額し


て得た額が５８万円を超える場合には、５８万円）、同条第３


項本文の後期高齢者支援金等課税額からイに掲げる額を減額し


て得た額（当該減額して得た額が１９万円を超える場合には、


4



17426

長方形







2 


改正前 改正後(案） 


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１６万円を超


える場合には、１６万円）の合算額とする。 


１９万円）及び同条第４項本文の介護納付金課税額からウに掲


げる額を減額して得た額（当該減額して得た額が１６万円を超


える場合には、１６万円）の合算額とする。 


(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 


第２２条～第２６条 （略） 第２２条～第２６条 （略） 


附 則 （略） 附 則 （略） 


  附 則 


 （施行期日） 


１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 


 （適用区分） 


２ 改正後の戸田市国民健康保険税条例の規定は、平成３１年度


以後の年度分の国民健康保険税について適用し、平成３０年度


分までの国民健康保険税については、なお従前の例による。 
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案件（３） 
 


 


 


 


 


 


 


平成３０年度 


 


戸田市国民健康保険特別会計補正予算(第１号)(案)について 
 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


平成３０年８月２日 







議案第  号 


 


平成３０年度戸田市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 


 
 


平成３０年度戸田市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 


（歳入歳出予算の補正） 


第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，２８６千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 


 １２,３２４,５９１千円とする。 


２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予 


 算補正」による。 


 
 
 
 
 
 
 
 


平成３０年８月２７日提出 


 戸田市長 菅 原 文 仁 
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○平成３０年度国民健康保険特別会計補正予算（第１号）（案）の概要
（単位　：　千円）


補正前 補正額 補正後 補正理由 補正前 補正額 補正後 補正理由


① 繰越金 100,000 1,286 101,286
国保賦課システム改修に伴
う増額分を前年度繰越金か
ら充てるため、増額


① 徴税費 11,400 1,286 12,686


国保賦課システム改修業務
委託に伴う増額（納税通知
書の様式改正に伴う印刷プ
ログラムの改修）


12,323,305 1,286 12,324,591 12,323,305 1,286 12,324,591


※補正前・補正後の合計欄は予算全体の合計金額です。


合計合計


歳　　　　入


項目


歳　　　　出


項目
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第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正


歳　　入 （単位：千円） 国


保


100,000 1,286 101,286


１　繰越金 100,000 1,286 101,286


歳　　出 （単位：千円）


87,367 1,286 88,653


２　徴税費 11,400 1,286 12,686
　１ 総務費　


補正額補正前の額


項


歳　出　合　計


補正前の額


1,286 12,324,591


款


歳　入　合　計


12,323,305


款


項


補正額


計


12,323,305 1,286 12,324,591


８ 繰越金


計
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歳入歳出補正予算事項別明細書


１　総　括 国


（歳　　入） （単位：千円）


保


（歳　　出） （単位：千円）


国県支出金 繰　入　金 その他


補正前の額 補正額 計
一般財源


00


補正額の財源内訳


補正額款 計補正前の額


款 特　定　財　源


1,286


歳　出　合　計 12,324,591 0 1,28612,323,305 1,286


８ 繰越金 100,000 1,286 101,286


12,323,305 1,286 12,324,591歳  入  合  計


　１ 総務費　 87,367 1,286 88,653
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案件（４） 


平成２９年度 


戸田市国民健康保険特別会計決算について 


  平成３０年８月２日 







（単位 : 円）


予算現額 決算額 差引額 予算現額 決算額 差引額


①国民健康保険税 2,512,740,000 2,571,766,135 59,026,135 ①保険給付費 7,939,001,000 7,052,406,763 886,594,237


②国 ・県支出金 3,720,964,000 3,662,890,763 -58,073,237 ②後期高齢者支援金等 1,687,038,000 1,687,024,079 13,921


③療養給付費交付金 122,712,000 135,195,646 12,483,646 ③前期高齢者納付金等 6,125,000 6,119,124 5,876


④前期高齢者交付金 1,679,647,000 1,679,647,632 632 ④介護納付金 689,678,000 689,677,126 874


⑤共同事業交付金 3,856,524,000 3,386,217,120 -470,306,880 ⑤共同事業拠出金 4,001,035,000 3,570,911,032 430,123,968


⑥繰入金等 2,841,877,000 2,828,039,486 -13,837,514 ⑥その他 411,587,000 345,052,422 66,534,578


合計 14,734,464,000 14,263,756,782 -470,707,218 合計 14,734,464,000 13,351,190,546 1,383,273,454


912,566,236歳入歳出差引額（次年度繰越金）


平成29年度国民健康保険特別会計決算の概要


歳 入 歳 出


⑥繰入金等


2,828,039,486


(19.8%)
⑥その他


345,052,422


(2.6%)


⑤共同事業交付金


3,386,217,120


(23.7%)


⑤共同事業拠出金


3,570,911,032


(26.7%)


④前期高齢者交付金


1,679,647,632


(11.8%)


④介護納付金


689,677,126


(5.2%)


③療養給付費交付金


135,195,646


(1.0%)


③前期高齢者納付金等


6,119,124


(0.1%)


②国・県支出金


3,662,890,763


(25.7%)


②後期高齢者支援金等


1,687,024,079


(12.6%)


①国民健康保険税


2,571,766,135


(18.0%)


①保険給付費


7,052,406,763


(52.8%)


平成29年度戸田市国民健康保険特別会計歳入・歳出比較


歳入 歳出
(単位 : 円)
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①国民健康保険税 2,512,740,000 2,571,766,135 59,026,135 18.0%
現年課税分 2,294,190,000 2,341,543,236 47,353,236


医療分 1,642,523,000 1,672,110,205 29,587,205


一般被保険者 1,627,344,000 1,657,702,173 30,358,173


退職被保険者等 15,179,000 14,408,032 -770,968


支援金分 454,703,000 465,577,634 10,874,634


一般被保険者 450,544,000 461,596,160 11,052,160


退職被保険者等 4,159,000 3,981,474 -177,526


介護分 196,964,000 203,855,397 6,891,397


一般被保険者 193,093,000 200,053,616 6,960,616


退職被保険者等 3,871,000 3,801,781 -69,219


滞納繰越分 218,550,000 230,222,899 11,672,899


医療分 151,195,000 166,635,033 15,440,033


一般被保険者 149,953,000 165,156,917 15,203,917


退職被保険者等 1,242,000 1,478,116 236,116


支援金分 46,291,000 40,848,505 -5,442,495


一般被保険者 45,793,000 40,633,251 -5,159,749


退職被保険者等 498,000 215,254 -282,746


介護分 21,064,000 22,739,361 1,675,361


一般被保険者 20,727,000 22,502,146 1,775,146


退職被保険者等 337,000 237,215 -99,785


②国・県支出金 3,720,964,000 3,662,890,763 -58,073,237 25.7%
国庫支出金 2,895,998,000 2,866,314,349 -29,683,651


療養給付費等負担金 2,586,890,000 2,477,402,935 -109,487,065
高額医療費共同事業負担金 139,689,000 114,308,414 -25,380,586
特定健康診査等負担金 16,571,000 15,619,000 -952,000
財政調整交付金 142,742,000 248,878,000 106,136,000


10,106,000 10,106,000 0


県支出金 824,966,000 796,576,414 -28,389,586
高額医療費共同事業負担金 139,689,000 114,308,414 -25,380,586
特定健康診査等負担金 16,571,000 15,619,000 -952,000
県財政調整交付金 668,706,000 666,649,000 -2,057,000


③療養給付費交付金 122,712,000 135,195,646 12,483,646 0.9%
④前期高齢者交付金 1,679,647,000 1,679,647,632 632 11.8%
⑤共同事業交付金 3,856,524,000 3,386,217,120 -470,306,880 23.7%


523,139,000 381,320,277 -141,818,723


3,333,385,000 3,004,896,843 -328,488,157


2,841,877,000 2,828,039,486 -13,837,514 19.8%
2,121,576,000 2,103,198,288 -18,377,712


326,408,000 326,407,931 -69


68,320,000 49,942,357 -18,377,643


1,725,264,000 1,725,264,000 0


1,584,000 1,584,000 0


1,000 0 -1,000


1,000 0 -1,000


667,194,000 667,194,560 560


53,062,000 57,600,763 4,538,763


40,000,000 51,797,393 11,797,393


1,200,000 1,030,931 -169,069


10,000 0 -10,000


672,000 0 -672,000


1,000 0 -1,000


9,000,000 1,625,695 -7,374,305


1,000 0 -1,000


500,000 2,210,750 1,710,750


1,000 0 -1,000


1,677,000 935,994 -741,006


34,000 39,400 5,400


34,000 39,400 5,400


10,000 6,475 -3,525


14,734,464,000 14,263,756,782 -470,707,218 100.0%


差引額


一般被保険者第三者納付金


歳入合計


雑入


一般被保険者延滞金


諸収入


繰越金


一般被保険者返納金


⑥繰入金等


退職被保険者等延滞金


退職被保険者等返納金


平成29年度国民健康保険特別会計決算 ・歳入歳出内訳


決算額


市預金利子


財産収入


財政調整基金繰入金


使用料及び手数料


保険財政共同安定化事業交付金


（単位 : 円）


項　　　　　　目


【歳入】


総務手数料


貸付金元利収入


退職被保険者等第三者納付金


歳入全体に
占める割合


基金繰入金


高額医療費共同事業交付金


予算現額


国保関係業務準備事業費補助金


一般会計繰入金


滞納処分費


基盤安定繰入金


出産育児一時金繰入金


その他繰入金


マイナンバー繰入金
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7,939,001,000 7,052,406,763 886,594,237 52.8%


6,891,879,000 6,149,512,474 742,366,526
6,782,069,000 6,055,684,568 726,384,432


一般被保険者 6,700,259,000 6,000,818,497 699,440,503
退職被保険者等 81,810,000 54,866,071 26,943,929


92,175,000 78,765,354 13,409,646
一般被保険者 90,783,000 78,274,187 12,508,813
退職被保険者等 1,392,000 491,167 900,833


17,635,000 15,062,552 2,572,448


935,090,000 821,198,362 113,891,638


高額療養費 933,825,000 820,033,582 113,791,418
一般被保険者 917,218,000 808,435,987 108,782,013
退職被保険者等 16,607,000 11,597,595 5,009,405


高額介護合算 1,265,000 1,164,780 100,220
一般被保険者 1,165,000 1,164,780 220
退職被保険者等 100,000 0 100,000


200,000 0 200,000
150,000 0 150,000
50,000 0 50,000


102,532,000 75,445,927 27,086,073


9,300,000 6,250,000 3,050,000


1,687,038,000 1,687,024,079 13,921 12.6%


1,687,038,000 1,687,024,079 13,921


1,686,905,000 1,686,904,970 30


118,000 108,572 9,428
病床転換助成関係事務費 15,000 10,537 4,463


6,125,000 6,119,124 5,876 0.05%


6,125,000 6,119,124 5,876


6,005,000 6,004,166 834


120,000 114,958 5,042


689,678,000 689,677,126 874 5.2%


4,001,035,000 3,570,911,032 430,123,968 26.7%
558,759,000 457,233,658 101,525,342


3,442,273,000 3,113,676,128 328,596,872


3,000 1,246 1,754


⑥その他 411,587,000 345,052,422 66,534,578 2.6%


100,334,000 81,889,598 18,444,402


67,153,000 55,170,623 11,982,377
一般管理費 65,408,000 53,521,423 11,886,577
連合会負担金 1,745,000 1,649,200 95,800


31,946,000 25,934,391 6,011,609


1,235,000 784,584 450,416


49,000 27,806 21,194


209,063,000 167,035,113 42,027,887


10,000 6,475 3,525


576,000 0 576,000


100,555,000 96,093,430 4,461,570


23,550,000 19,802,049 3,747,951


802,000 88,750 713,250
76,203,000 76,202,631 369


1,000,000 0 1,000,000


14,734,464,000 13,351,190,546 1,383,273,454 100.0%


912,566,236


差引額項　　　　　　目


前期高齢者納付金


一般被保険者保険税還付金


退職被保険者等保険税還付金


審査支払手数料


療養給付費


退職被保険者等


諸支出金


総務管理費


保険財政共同安定化事業拠出金


老人保健拠出金


運営協議会費


一般被保険者


前期高齢者関係事務費


賦課徴収費


療養費


予算現額


療養諸費


①保険給付費


歳出合計


償還金


前期高齢者納付金等


出産育児諸費


③前期高齢者納付金等


葬祭諸費


⑤共同事業拠出金


【歳出】


予備費


（単位 : 円）


歳出全体に
占める割合


移送費


高額療養費


その他共同事業拠出金


総務費


決算額


保健事業費


高額医療費共同事業拠出金


差引残額


②後期高齢者支援金等


後期高齢者支援金等


後期高齢者支援金


後期高齢者関係事務費


④介護納付金


基金積立金


公債費
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【歳入】 （単位 : 円）


25年度 26年度 27年度 28年度 29年度


2,883,069,606 2,884,984,213 2,865,594,669 2,788,299,020 2,571,766,135


0.07% -0.67% -2.70% -7.77%


3,454,775,820 3,510,002,909 3,667,076,436 3,610,370,766 3,662,890,763


1.60% 4.48% -1.55% 1.45%


507,203,761 363,828,000 218,444,000 134,864,817 135,195,646


-28.27% -39.96% -38.26% 0.25%


1,728,174,100 1,830,124,083 1,936,319,971 1,569,516,407 1,679,647,632


5.90% 5.80% -18.94% 7.02%


1,793,737,355 1,744,338,017 3,424,183,849 3,628,648,516 3,386,217,120


-2.75% 96.30% 5.97% -6.68%


2,293,780,524 2,353,956,170 2,578,676,618 2,855,272,830 2,828,039,486


2.62% 9.55% 10.73% -0.95%


12,660,741,166 12,687,233,392 14,690,295,543 14,586,972,356 14,263,756,782


0.21% 15.79% -0.70% -2.22%


下段の数値は前年度比伸び率


合計


年度別国保会計比較表


国民健康保険税


国 ・県支出金


繰入金等


療養給付費交付金


前期高齢者交付金


共同事業交付金


（単位 円）


0


2,000,000


4,000,000


6,000,000


8,000,000


10,000,000


12,000,000


14,000,000


2,293,781
(18.12%)


2,353,956
(18.55%)


2,578,677
(17.55%)


2,855,273
(19.57%)


2,828,039
(19.83%)


1,793,737
(14.17%)


1,744,338
(13.75%)


3,424,184
(23.31%)


3,628,649
(24.88%)


3,386,217
(23.74%)


1,728,174 (13.65%)
1,830,124
(14.42%)


1,936,320
(13.18%)


1,569,516
(10.76%)


1,679,648
(11.77%)


507,204 (4.01%) 363,828 (2.87%)


218,444 (1.49%) 134,865 (0.92%) 135,196 (0.95%)
3,454,776
(27.29%)


3,510,003
(27.67%)


3,667,076
(24.96%)


3,610,371
(24.75%)


3,662,891
(25.68%)


2,883,070
(22.77%)


2,884,984
(22.74%)


2,865,595
(19.51%)


2,788,299
(19.11%)


2,571,766
(18.03%)


歳入


国民健康保険税 繰入金等


共同事業交付金 前期高齢者交付金


療養給付費交付金 国 ・県支出金


千円千円千円千円千円(単位:千円)千円千円千円千円千円(単位:千円)千円千円千円千円千円(単位:千円)千円千円千円千円千円(単位:千円)


25年度 26年度 27年度 28年度 29年度


（ ）内は各年度ごとの
収入全体に占める割合
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【歳出】 （単位 : 円）


25年度 26年度 27年度 28年度 29年度


7,613,451,553 7,504,221,012 7,772,077,596 7,429,806,012 7,052,406,763


-1.43% 3.57% -4.40% -5.08%


1,792,796,161 1,776,202,102 1,777,203,877 1,740,069,190 1,687,024,079


-0.93% 0.06% -2.09% -3.05%


1,852,650 1,394,334 1,225,524 1,281,478 6,119,124


-24.74% -12.11% 4.57% 377.51%


733,133,743 747,712,736 702,674,514 695,491,973 689,677,126


1.99% -6.02% -1.02% -0.84%


1,823,940,329 1,777,232,940 3,631,408,369 3,710,776,826 3,570,911,032


-2.56% 104.33% 2.19% -3.77%


306,176,547 433,004,992 429,316,519 342,352,317 345,052,422


41.42% -0.85% -20.26% 0.79%


12,271,350,983 12,239,768,116 14,313,906,399 13,919,777,796 13,351,190,546


-0.26% 16.95% -2.75% -4.08%


年度別国保会計比較表


下段の数値は前年度比伸び率


合計


前期高齢者納付金等


保険給付費


その他


後期高齢者支援金等


介護納付金


共同事業拠出金


（単位 円）


0


2,000,000


4,000,000


6,000,000


8,000,000


10,000,000


12,000,000


14,000,000


16,000,000


306,177 (2.50%) 433,005 (3.54%) 429,317 (3.00%) 342,352 (2.46%) 345,052 (2.58%)


1,823,940 (14.86%) 1,777,233 (14.52%)


3,631,408
(25.37%)


3,710,777
(26.66%)


3,570,911
(26.75%)


733,134 (5.97%) 747,713 (6.11%)


702,675 (4.91%) 695,492 (5.00%) 689,677 (5.17%)


1,853(0.02%) 1,394 (0.01%)


1,226 (0.01%) 1,281 (0.01%) 6,119 (0.05%)
1,792,796 (14.61%)


1,776,202
(14.51%)


1,777,204
(12.42%)


1,740,069
(12.50%)


1,687,024
(12.64%)


7,613,452
(62.04%)


7,504,221
(61.31%)


7,772,078
(54.30%)


7,429,806
(53.38%) 7,052,407


(52.82%)


(単位:千円)
歳出


保険給付費 後期高齢者支援金等 前期高齢者納付金等


介護納付金 共同事業拠出金 その他


25年度 26年度 27年度 28年度 29年度


（ ）内は各年度ごとの
支出全体に占める割合
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平成29年度国民健康保険特別会計決算認定参考資料 国民健康保険運営協議会資料
平成30年8月2日


福祉部保険年金課


１  国民健康保険税  調定額及び収入額の状況 (単位:円)


前年度
対比率


前年度対比額 前年度対比額 平成29年度 平成28年度 前年度対比


医療・一般分 1,627,344,000 1,868,024,639 94.0% -120,234,036 1,657,702,173 -103,020,020 210,322,466 88.7% 88.6% 0.1%


医療・退職分 15,179,000 14,433,707 53.8% -12,391,818 14,408,032 -11,908,565 25,675 99.8% 98.1% 1.7%


支援・一般分 450,544,000 521,780,941 94.2% -32,397,615 461,596,160 -27,274,952 60,184,781 88.5% 88.2% 0.3%


支援・退職分 4,159,000 3,989,713 54.0% -3,401,531 3,981,474 -3,274,372 8,239 99.8% 98.2% 1.6%


介護・一般分 193,093,000 227,857,672 93.5% -15,716,293 200,053,616 -11,795,726 27,804,056 87.8% 87.0% 0.8%


介護・退職分 3,871,000 3,810,228 52.7% -3,417,107 3,801,781 -3,287,596 8,447 99.8% 98.1% 1.7%


小        計 2,294,190,000 2,639,896,900 93.4% -187,558,400 2,341,543,236 -160,561,231 298,353,664 88.7% 88.5% 0.2%


医療・一般分 149,953,000 963,679,735 81.8% -213,740,913 165,156,917 -41,298,931 798,522,818 17.1% 17.5% -0.4%


医療・退職分 1,242,000 9,300,184 62.4% -5,594,508 1,478,116 -1,612,704 7,822,068 15.9% 20.8% -4.9%


支援・一般分 45,793,000 250,491,122 87.2% -36,903,851 40,633,251 -8,146,345 209,857,871 16.2% 17.0% -0.8%


支援・退職分 498,000 1,997,525 66.1% -1,023,106 215,254 -386,874 1,782,271 10.8% 19.9% -9.1%


介護・一般分 20,727,000 136,193,519 83.1% -27,746,776 22,502,146 -4,111,248 113,691,373 16.5% 16.2% 0.3%


介護・退職分 337,000 2,170,055 63.4% -1,250,426 237,215 -415,552 1,932,840 10.9% 19.1% -8.2%


小        計 218,550,000 1,363,832,140 82.7% -286,259,580 230,222,899 -55,971,654 1,133,609,241 16.9% 17.3% -0.4%


2,512,740,000 4,003,729,040 89.4% -473,817,980 2,571,766,135 -216,532,885 1,431,962,905 64.2% 62.3% 1.9%


２  平成２９年度不納欠損処分の状況


課税年度 件数 金額 課税年度 件数 金額


14 1 14,000 23 544 11,261,838


15 13 342,399 24 3,170 56,504,871


16 3 28,000 25 669 7,797,500


17 9 366,700 26 439 2,139,000


18 29 1,103,400 27 213 4,195,500


19 109 2,727,519 28 41 196,800


20 150 3,284,075 29 7 22,500


21 189 4,284,700


22 171 3,101,243 合計 5,757 97,370,045


現
年
課
税
分


滞
納
繰
越
分


合計


　　平成２９年度    国民健康保険税決算


区        分 予算現額
調       定       額 収  入  済  額


収入未済額
（調定額-収入済額）


収    納    率
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（単位 : 人）


25年度 26年度 27年度 28年度 29年度


33,960 33,588 32,622 31,304 29,372


一般被保険者
32,806 32,645 31,944 30,917 29,175


退職被保険者等 1,154 943 678 387 197
※ 数値は平均被保険者数


被保険者数


再掲


被保険者数の推移


0


5,000


10,000


15,000


20,000


25,000


30,000


35,000


32,806 32,645 31,944 30,917 29,175


1,154 943 678
387


197


被保険者数の推移


退職被保険者等


一般被保険者


25年度 26年度 27年度 28年度 29年度


（単位 : 人）
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（単位：円）


年度 医療費 保険者負担額 一部負担金 被保険者数 一人当たり医療費 前年度比伸び率


一般被保険者
(前期高齢者含む) 9,088,999,248 6,609,596,445 2,479,402,803 31,944 284,529


前期高齢者（再掲） 4,789,940,494 3,574,223,786 1,215,716,708 8,541 560,817


退職被保険者等 248,980,078 174,149,655 74,830,423 678 367,227


一般＋退職 9,337,979,326 6,783,746,100 2,554,233,226 32,622 286,248


一般被保険者
(前期高齢者含む) 8,706,015,514 6,328,067,513 2,377,948,001 30,909 281,666 -1.01%


前期高齢者（再掲） 4,565,927,558 3,403,237,541 1,162,690,017 8,437 541,179 -3.50%


退職被保険者等 149,033,416 104,098,823 44,934,593 394 378,257 3.00%


一般＋退職 8,855,048,930 6,432,166,336 2,422,882,594 31,303 282,882 -1.18%


一般被保険者
(前期高齢者含む) 8,359,311,579 6,074,937,107 2,284,374,472 29,175 286,523 1.72%


前期高齢者（再掲） 4,463,534,569 3,325,646,047 1,137,888,522 8,189 545,065 0.72%


退職被保険者等 79,254,551 55,357,238 23,897,313 197 402,307 6.36%


一般＋退職 8,438,566,130 6,130,294,345 2,308,271,785 29,372 287,300 1.56%


【上記で使用している用語の説明】


①医療費 医療機関等を受診した際に支払われている総額


②保険者負担額 医療費の内、保険者である戸田市が医療機関等へ支払っている金額


③一部負担金 医療費の内、被保険者が医療機関等の窓口で支払っている金額


④被保険者数 戸田市国民健康保険に加入している人数 (年度平均)


⑤一人当たり医療費 医療費を被保険者数で除したもの


⑥前期高齢者 一般被保険者のうち、65歳以上75歳未満の方


⑦退職被保険者等 会社や役所等を退職後に国民健康保険に加入した方のうち、厚生年金や共済年金を受給している


60歳以上65歳未満の方と、その被扶養者


28


29


療養諸費及び一人当たりの医療費


27


284,529 281,666


286,523
367,227


378,257


402,307


560,817
541,179


545,065


100,000


200,000


300,000


400,000


500,000


600,000


27年度 28年度 29年度


（単位：円）
一人当たりの医療費


前期高齢者


一般被保険者


退職被保険者等
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戸田市国民健康保険における会計の相関図(平成29年度決算ベース)


      国から一般会計へ


　国保税以外の税


9


戸田市


国民健康保険


特別会計


(歳入)142億6,376万円


(歳出)133億1,432万円


【国から特別会計へ】 28億6,631万円
●療養給付費等負担金（負担率32/100）


●高額医療費共同事業負担金（市の拠出金の1/4） ８０万を超える医療費


●特定健康診査等負担金（国の基準額の１/３）


●財政調整交付金（財政不均衡の是正のため、療養給付費・後期高齢者支援金・介護納付金の ９％程度）


●国保関係業務準備事業費補助金(国保制度改革に係るシステム改修費用)


【国から一般会計へ】 7,549万円
●保険基盤安定事業費負担金（国保分）


保険者支援分（国：1/2、県1/4、市：1/4）


国


【県から一般会計へ】 １億6,931万円
●保険基盤安定事業費負担金（国保分）


（国保分）


国保税軽減分（県：3/4、市：1/4）


保険者支援分（国：1/2、県：1/4、市：1/4）


【県から特別会計へ】 7億9,658万円
●高額医療費共同事業負担金(1/4）80万超
●特定健康診査等負担金（国の基準額の1/3）
●財政調整交付金


埼玉県
【被保険者から国保会計へ】


●保険税（一般、退職者）


25億7,177万円


国保被保険者


◎一部
負担金


保険医療機関


【連合会から国保会計へ】 33億8,622万円


●高額医療費共同事業交付金（80万超）


●保険財政共同安定化事業交付金


国保連合会


【国保会計から連合会へ】 69億7,751万円
○療養給付費 ○高額療養費 ○療養費


○審査支払手数料
○特定健診・保健指導（委託料、手数料）
○出産直接支払 ○保養施設 ○その他


戸田市


一般会計


【一般会計から特別会計へ】 21億0,320万円
○国保特別会計繰出金


・保険基盤安定
保険税軽減分（国：0、県：3/4、市：1/4）
保険者支援分（国：1/2、県：1/4、市：1/4）


・出産育時一時金（市：42万円の2/3）
・その他一般会計（法定外）


【国保会計から支払基金へ】


23億8,285万円
○後期高齢者支援金


○介護納付金


○前期高齢者納付金
○老人保健拠出金
○療養給付費交付金前年度超過交付返還金


診療報酬支払基金
【支払基金から国保会計へ】


18億1,484万円
●療養給付費交付金


●前期高齢者交付金


国保以外
の保険者


◎療養給付費等拠出金


◎後期高齢者支援分


◎介護納付金


【国保会計から被保険者へ】 2億2,483万円
※窓口申請分
○療養費 ○移送費
○高額療養費 ○特定健診、保健指導
○葬祭費 ○人間ドック等助成金
○出産育児一時金 ○がん検診


◎診療報酬
◎特定健診等委託料


市民


【国保会計から国へ】 7,620万円


○療養給付費等負担金前年度超過交付返還金


【国保会計から連合会へ】 35億7,091万円
○高額医療費共同事業拠出金（80万超）
○保険財政共同安定化事業拠出金


【支出額計】


105億4,842万円
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様式第1


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％） 千円（％）


平成３０年　３月　２９日


（あて先）


　  戸田市


　  印


保険者名


（平成３０年度から平成３５年度まで６ヵ年計画）
埼玉県 110247


赤字削減･解消計画書（市町村） 　 都道府県名


戸田市


第2年次


年　　　度 　　　　年度 　　　　年度


保険者番号


繰上充用金の新規増加分 ※２


赤字額（合計）


1,997,760 千円


千円


1,997,760 千円


＜計画対象となる赤字額＞
1,563,404,188円（1,997,760,000円　－　黒字分290,805,591円　－　精算額143,550,221円）


第5年次 第6年次


0


①
赤
字
の
発
生
状


況


年度(赤字発生年度) 　　　　平成２８年度 赤字の原因


法定外繰入金 ※１


②
　
赤
字
削
減
計
画


赤字削減・解消のための基本方針 赤字削減・解消のための具体的取組内容


赤字の発生原因に関する要因分析等を行い、赤字削減に向けて必要な対策を整理
する。


※
３


年
度
別
の
赤
字
削
減
予
定
額


（
率


）


計画年次 第1年次


合計


　　　　年度 　　　　年度


第3年次 第4年次


　　　　年度 　　　　年度


※１　国民健康保険事業の実施状況報告様式５の決算補填等目的の法定外一般会計繰入額の小計額と一致していること。


法定外繰入の
削減予定額（率）


繰上充用金の新規増
加分の削減予定額


（率）


戸田市長　神保　国男


埼玉県知事　　上田　清司　様


0


上記のとおり赤字削減・解消計画書を提出します。


0 0 0 0 0 0


※３　率の場合は、赤字額又は削減すべき合計額に占める削減予定額の割合を記載する。なお、赤字額がすべて解消される場合には削減率100％とする。


合計
赤字削減予定額（率）


※２　当該年度の繰上充用（当年度の歳入が歳出に不足し、翌年度の歳入を繰り上げてこれに充てる）の額と、前年度の繰上充用の額の差引増加分。但し、累積赤字のうち削減・解消された繰上充用金がある場合は、その額を除く。


保険者名


代表者職氏名







１ 平成２９年度の状況 
 
（１）一人当たり医療費 
 平成２９年度の一人当たり医療費は 287,300 円となり、平成２７年度の数値を上回り、


過去最高額となった。平成２４年度以降の５年間では約１０％（単純平均で毎年２．０％）


の増加、平成２０年度以降の９年間では約２８％（単純平均で毎年３．１％）の増加となっ


ている。今後も、高齢化や医療高度化によって、一人当たり医療費は伸びていくものと見込


まれる。 
 なお、埼玉県においても自然増として、毎年２％、一人当たり医療費が伸びていくとの試


算がある。 


 
（２）平成２９年度時点での赤字額 
 平成２９年度単年度収支については、下記⑤の金額が、国保特会において純増した。 
収入済額       １４，２６３，７５６，７８２円 －① 
支出済額       １３，３５１，１９０，５４６円 －② 
差額（①－②）       ９１２，５６６，２３６円 －③ 
前年度からの繰越額     ６６７，１９４，５６０円 －④ 
単年度収支差純額（③－④） ２４５，３７１，６７６円 －⑤ 


 
 平成２９年度法定外繰入金額から、当該差額⑤を減算すると、下記⑦の金額がとなる 
法定外繰入額      １，７２５，２６４，０００円 －⑥ 
単年度収支差純額      ２４５，３７１，６７６円 －⑤ 
差し引き赤字額（⑥－⑤）１，４７９，８９２，３２４円 －⑦ 


 
 なお、⑦の金額には、前々年度の精算額への対応に要した費用も含まれており、秋に県か


ら当該精算額の通知があった際には、赤字額が増減する。 
 


一人当たり医療費の推移（年度）
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９


戸田市額(円） 224,293 237,500 234,842 249,227 260,716 269,157 268,585 286,248 282,873 287,300
県平均額（円） 242,529 252,130 261,228 269,989 277,958 286,557 294,745 309,591 312,534 -


県内順位 70 63 64 63 63 63 63 63 63 -
戸田市額(円） 395,623 471,594 482,402 504,830 515,158 548,125 525,991 560,817 541,179 545,065
県平均額（円） 377,934 432,280 446,601 457,406 461,681 468,233 469,653 484,256 478,770 -


県内順位 14 5 3 2 1 1 1 1 1 -
※県内順位等は国保連とりまとめ（８月下旬）後に判明予定


全体


前期
高齢者







２　平成３０年度以降の見込みについて検討材料


年度 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４ Ｈ３５


一人当医療費 282,873 287,300 293,046 298,906 304,884 310,981 317,200 323,544


一人当調定額（現年） 90,325 89,878 103,436 103,436


法定外繰入額（予算額） 1,997,760,000 1,725,264,000 1,213,520,000


削減対象赤字額 1,563,404,188 1,479,892,324


※一人当医療費は毎年２％伸びていくものとして推計


※一人当たり調定額は平成３１年度は据え置き、３２年度以降は未定


※平成２９年度の削減対象赤字額は、精算額の通知がないため概算値


　・高齢化と医療高度化により、医療費については自然増が確実視されており、対応策がないままでは赤字が拡大
してしまう。対応策としては、医療費抑制を図るための保健事業の推進。保険税収納額増加を図るための、保険税
率の改定、収納率の向上といったことが考えられる。また、平成３５年度において、どこまで赤字を減らすのかの目標
を持つ必要もある。
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